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新
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働
に
よ
る
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ち
づ

く
り
基
金

原
案
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賛
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玉
村
町
の
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ

く
り
の
推
進
に
必
要
な
経
費

の
財
源
に
充
て
る
た
め
、
基
金

を
設
置
す
る
も
の
。
基
金
額

１
０
０
０
万
円
。
住
民
が
町
と

協
働
し
て
取
り
組
む
事
業
に
対

し
、
１
事
業
当
た
り
上
限
30
万

円
を
補
助
す
る
。

総
務
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委
員
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疑

ど
の
よ
う
な
事
業
を

想
定
し
て
い
る
の
か
。

地
域
の
た
め
に
役
に

立
ち
、
新
し
く
公
共
的
な

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い

く
事
業
が
対
象
に
な
る
と

考
え
て
い
る
。
例
え
ば
、

公
共
施
設
の
利
活
用
な
ど

を
期
待
し
た
い
。

毎
年
、
事
業
費
を

90
万
円
予
算
化
し
て
い
け

ば
よ
い
の
で
は
な
い
か
。

官
で
あ
る
町
の
税
金

と
民
か
ら
の
寄
附
金
で
つ

く
ら
れ
た
基
金
を
、
協
働

に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
経

費
に
充
て
る
と
こ
ろ
に
、

自
治
基
本
条
例
に
基
づ
い

た
町
の
姿
勢
と
し
て
の
意

味
が
あ
る
。
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玉
村
町
の
産
業
振
興
を
目
的
と

す
る
事
業
を
効
果
的
に
推
進
す

る
た
め
に
、
基
金
を
設
置
す
る

も
の
。
基
金
額
は
２
０
０
万
円
。
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済
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委
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基
金
２
０
０
万
円
が

底
を
つ
い
た
ら
、
こ
の
基

金
は
終
わ
り
な
の
か
。

産
業
振
興
を
目
的
と

し
た
事
業
を
効
果
的
に
推

進
す
る
に
は
、
２
０
０
万

円
だ
け
で
は
物
足
り
な
い
。

今
後
、
基
金
の
増
額
が
で

き
な
い
か
検
討
し
た
い
。
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例
の
改
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２
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住
民
課
に
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に
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わ
っ
た
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券
事
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を
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に
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公
民
館
運
営
審
議

会
を
再
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原
案
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全
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『
公
民
館
運
営
審
議

会
委
員
』『
外
国
語

指
導
助
手
』
な
ど
の

報
酬
を
新
た
に
規
定

原
案
可
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︵
賛
成
全
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︶

柴
田
奨
学
基
金
を
取

り
崩
し
、
奨
学
金
に

充
当

原
案
可
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︵
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成
全
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『
体
育
指
導
委
員
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が
『
ス
ポ
ー
ツ
推
進

委
員
』
に
名
称
変
更

原
案
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︵
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成
全
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地
方
税
法
な
ど
の

改
正
に
伴
い
、
町
の

税
条
例
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た
ば
こ
税
、

町
民
税
等
）
を
一
部
改

正
原
案
可
決
︵
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成
全
員
︶
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〜
こ
ん
な
こ
と
が
決
ま
り
ま
し
た
〜

　
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
、
新
た
に
２
つ
の
基
金
を
設
置 

ほ
か
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一般会計　　▲1億6741万円
●歳入
企業業績の回復により法人町民税が増額、町民税全

体で１億100万円の増となりました。

 ふるさと寄附 …………………304 万円

●歳出
年度末のため、主に事業費の確定、入札による差金、

各種経費の節約などによる減額補正が計上されまし

た。増額補正となったものは、次のとおりです。

 鯉沢の水門改修工事費 …… 1010 万円

 太陽光発電システム設置整備
 助成事業（補助金） …………… 135 万円

 住宅リフォーム支援事業
 （補助金） ………………………740 万円

原案可決
( 賛成全員 )

●固定資産評価審査委員
　原　善亮 氏（新）　 上之手・昭和 15 年生

●人権擁護委員
　高橋詔一 氏（再）　 角　渕・昭和 17 年生

人 事 案 件
町営住宅八幡第二団地この人に決まりました

幼稚園運動会

65
歳
以
上
の
介
護

保
険
料
が
増
額
に

（
月
額
３
９
０
０
円
↓

４
７
０
０
円
）

※
群
馬
県
平
均
４
８
９
５
円

︵
平
成
24
〜
26
年
度
︶
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町
立
幼
稚
園
の
第
３

子
以
降
の
保
育
料

（
月
額
５
０
０
０
円
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を
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料
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全
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︶

農
業
者
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た
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、
気
象
災
害
被
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の
対
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を
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案
可
決
︵
賛
成
全
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平
成
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に
実

施
し
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融
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収
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国に意見書を提出
…議員提案…

医療費助成に基づく自治体への
国庫負担金減額措置を廃止せよ

原案可決（賛成全員）

　群馬県では、平成 21 年 10 月から中学校

卒業までの子どもの医療費無料化を実現し

ており、このような医療費助成制度は全国

の自治体で独自に実施されています。

　しかし国は、このような自治体単独の医

療費助成制度が「安易な受診の助長につな

がる」との理由から、導入している自治体

に対し、ペナルティーとして国民健康保険

の国庫負担金減額措置を行っています。

　現状行われているこの措置を直ちに廃止

するよう、玉村町議会として強く要望する

ものです。




